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電力広域的運営推進機関
平成２８年１月２０日



1本説明会の目的

 平成28年4月からの電力システム改革第２段階において、小売全面自由化、
計画値同時同量制度とともに電気事業者類型の変更（いわゆるライセンス制）
が導入されます。

 ライセンス制において、電気事業者は、発電事業者、送配電事業者、小売電気
事業者に大別されます。このうち、発電事業者の要件に該当する事業者は、本
年4月1日から施行される改正電気事業法に拠り、発電事業の国への届出が義
務付けられます。また、これらの事業者は国への届けに先立ち、広域機関への
加入手続を行うことも義務付けられます。

 本説明会は、新たに発電事業者として広域機関に加入される事業者の方及びそ
の関係者の方を主たる対象として、発電事業者となられる方の登録・加入また
事業開始後の対応に資するよう、以下の内容を中心に開催するものです。

 発電事業者申請・広域機関加入の手続等

発電事業者要件、申請・加入手続きのフロー・様式等

 発電事業者・広域機関会員としての責務
供給計画の提出、マスターデータの登録



2説明会次第

（第１部）発電事業者に関わる制度・手続等の概要

１．ライセンス制における発電事業者（広域機関会員）の責務

① 電力システム改革及びライセンス制の概要

② 発電事業者としての責務

③ 広域機関会員としての責務

④ 発電事業者届出・広域機関会員加入手続き

２．発電事業者省令改正のポイント

（第２部）発電事業者としての喫緊の責務

１．供給計画の提出

２．マスターデータの登録
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ライセンス制における
発電事業者（広域機関会員）の責務

１．電力システム改革及びライセンス制の概要

２．発電事業者としての責務

３．広域機関会員としての責務

４．発電事業者届出・広域機関会員加入手続き



2１．電力システム改革及びライセンス制の概要
① 電力システム改革スケジュール

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度以降

第1
段階

第2
段階

第3
段階

電気事業法改正 電力広域的運営推進機関
業務開始

小売全面自由化
ライセンス制、計画値同時同量制

H27/4/1H25/11/20

H28/4/1予定

送配電部門の法的分離
小売料金規制撤廃

H26/6/18

H32予定
H27/6/24

電気事業法改正

電気事業法改正

電力システム改革は平成28年4月1日に第2段階に入り、小売全面自由化、
ライセンス制の導入、計画値同時同量制が開始されます。
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１．安定供給を確保する
２．電気料金を最大限抑制する
３．需要家の選択肢や事業者の事業機会を

拡大する

Ⅰ． 電力システム改革の３つの目的

１．広域系統運用の拡大
２．小売及び発電の全面自由化
３．法的分離の方式による送配電部門の

中立性の一層の確保

Ⅱ． 電力システム改革の３本柱

電力システム改革を３段階に分け、各段階で課題克服のための十分な検証を行い、その結
果を踏まえた必要な措置を講じながら、改革を進める。

Ⅲ． 電力システム改革の３段階の実施スケジュール

低廉で安定的な電力供給は、国民生活を支える基盤である。

東日本大震災とこれに伴う原子力事故を契機に、電気料金の値上げや、需給ひっ迫下での需給調整、多様な電源の
活用の必要性が増すとともに、従来の電力システムの抱える様々な限界が明らかになった。

こうした現状にかんがみ、政府は、エネルギーの安定供給とエネルギーコストの低減の観点も含め、これまでのエネル
ギー政策をゼロベースで見直し、現在及び将来の国民生活に責任あるエネルギー政策を構築していく一環として、再生
可能エネルギーの導入等を進めるとともに、以下の目的に向けた電力システム改革に取り組んでいる。その際、電気事
業に携わる者の現場力や技術・人材といった蓄積を活かす。

１．電力システム改革及びライセンス制の概要
② 「電力システムに関する改革方針（2013/4/2閣議決定）」の全体像
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東日本大震災以降、原子力発電への依存度が大きく低下し、大半の発電が既存火力に依存する中、分散型電源を始め、多様な電源の活用が
不可避である。特に、出力変動を伴う再生可能エネルギーの導入を進める中でも、安定供給を確保できる仕組みを実現する。
これまでの「同じ価格で需要に応じていくらでも電力を供給する」仕組みではなく、需要家の選択により需要を抑制したり、地域間の電力融通等

の指示を行うことができる仕組みを導入し、需給ひっ迫への備えを強化する。

Ⅰ．電力システム改革の３つの目的 １．安定供給を確保する

電力需給のひっ迫や出力変動のある再生可能エネルギーの導入拡大に対応するため、国の監督の下に、報告徴収等により系統利用者の情
報を一元的に把握し、以下の業務を担う「広域系統運用機関（仮称）（※）」を設立し、平常時、緊急時を問わず、安定供給体制を抜本的に強化し、
併せて電力コスト低減を図るため、従来の区域（エリア）概念を越えた全国大での需給調整機能を強化する。
①需給計画・系統計画を取りまとめ、周波数変換設備、地域間連系線等の送電インフラの増強や区域（エリア）を越えた全国大での系統運用
等を図る。

②平常時において、各区域（エリア） の送配電事業者による需給バランス・周波数調整に関し、広域的な運用の調整を行う。
③災害等による需給ひっ迫時において、電源の焚き増しや電力融通を指示することで、需給調整を行う。
④中立的に新規電源の接続の受付や系統情報の公開に係る業務を行う。

（周波数変換設備、地域間連系線等の整備）
なお、広域系統運用を拡大するため、広域系統運用機関（※）が中心となって周波数変換設備、地域間連系線等の送電インフラの増強に取り

組む。
また、地域間連系線等の整備に長期間を要している現状にかんがみ、関係法令上の手続きの円滑化等を図るため、重要送電設備を国が指定

し、関係府省等と協議・連絡の場を設置するなどの体制を整備する。

Ⅱ．電力システム改革の３本柱 １．広域系統運用の拡大

（※）電力広域的運営推進機関という名称で設立。

１．電力システム改革及びライセンス制の概要
② 「電力システムに関する改革方針（2013/4/2閣議決定）」の全体像
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5
（注１） 送配電部門の法的分離の実施に当たっては、電力の安定供給に必要となる資金調達に支障を来さないようにする。
（注２） 第３段階において料金規制の撤廃は、送配電部門の法的分離の実施と同時に、又は、実施の後に行う。
（注３） 料金規制の撤廃については、小売全面自由化の制度改正を決定する段階での電力市場、事業環境、競争の状態等も踏まえ、実施時期の見直しもあり得る。

（※２０１５年９月電力取引監視等委員会設立）

１．電力システム改革及びライセンス制の概要
③ 電力システム改革の工程と電気事業法改正スケジュール

出典：「電力システム改革専門委員会
報告書」（平成25年2月）を基に作成



6１．電力システム改革及びライセンス制の概要
④ ライセンス制に伴う対応～概要～

 小売全面自由化に伴う電気事業制度の見直しと併せて、現行の電気事業法の事業類型も見直されま
す（垂直一貫体制を前提としない事業類型を基本とする制度への転換）。

 具体的には、一般電気事業者等の現行の事業類型が廃止され、「発電事業者」「送配電事業者」
「小売電気事業者」に再分類されるとともに、それぞれの事業の特性に応じて、参入・退出規制や
各種義務が課されることとなります。

ポイント
 電力システム改革の実施による、現行の事業類型の見直し。
 事業の特性と現状に応じた規制や義務。

発電事業者

送配電事業者

小売電気事業者

発電

送配電

小売

一定規模未
満の発電設
備保有者

（一般送配電事業者、送電事業者、特定送配電事業者）
（情報の目的外利用の禁止、特定事業者の差別的取扱の禁止等）

ネットワーク利用
（託送供給）

出典：「総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会
(第２回制度設計WG)資料３－１
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発電事業者の方には、以下の義務が生じます。

国への諸届出(事業開始前の届出、届出事項変更時の届出、事業の継承・休廃止・解散時の届出）

経済産業大臣からの報告徴収・立入検査・業務改善命令の対象

電力広域的運営推進機関への加入及び会員責務の履行並びに供給計画の提出義務

経済産業大臣の供給命令に従う義務

電力取引監視等委員会からの報告徴収の対象

その他にも、一般送配電事業者との供給契約に対する供給義務等があります。

２．発電事業者の責務



8３．広域機関会員としての責務
① 概要

広域機関の会員となられた発電事業者の方には、以下の義務が生じます。

 総会（年2回以上(*))への出席・議決権の行使

＊：通常総会（４～６月）、臨時総会（3月及び必要な場合）

 広域機関の定めるルールの遵守及びルールに基づく

広域機関からの指示・要請等に従った対応

 会費の支払

 供給計画の提出

 緊急災害対応



9３．広域機関会員としての責務
② 電力需給状況の悪化時の指示対象

 電気事業法第28条の44に基づき、電気の需給の状況が悪化し、又は悪化するおそれがある
場合に、機関は会員（電気事業者）に対し、需給状況を改善するための指示を行うことが
可能であり、会員はこれに従う義務を負います。新たに会員となられる発電事業者の方も、
需給改善に係る指示や訓練に対応していただく場合があります。

 初の指示を発動（4月8日）[下図]

 指示事由：東京電力の供給区域において、気温の低下による想定以上の需要増加等が発生し、需給の状況が悪化するお
それがあったため

 指示内容：中部電力と東北電力から東京電力へ、あわせて100万kWを供給する

 夏の高需要期を控えた需給ひっ迫融通指示訓練を実施（6月24日）

 システム改革の進展により会員間の連携が一層重要となるため、一般電気事業者の他、一部新電力が参加

 2回目の指示を発動（9月26日）

 指示事由：四国電力の供給区域において、気温の上昇による想像以上の需要増加等が
発生し、需給の状況が悪化するおそれがあったため

 指示内容：中国電力から四国電力へ、50万kWを供給する
広域機関

ｄ

５０Ｈｚ
６０Ｈｚ

FC

東北

北海道

関西

四国
九州

中国

北陸

沖縄

連系線

監視、会員へ指示

電力融通

中部

東京



10３．広域機関会員としての責務
③ 緊急災害対応

 緊急災害対応

 大規模な天災地変による電力設備の重大な被害発生や需給状況の悪化
に対し、広域機関は、国や会員の皆様と円滑に連絡及び調整を行い、
協調・連携して復旧等に取り組みます。

 具体的には、広域機関から会員に対し、他会員への電気の供給や資機
材の融通等を指示する場合等があります。

改正電気事業法第二十八条の四十四

推進機関は、会員が営む電気事業に係る電気の需給の状況が悪化し、又は悪化するおそれがある場合において、当該電気の
需給の状況を改善する必要があると認めるときは、業務規程で定めるところにより、会員に対し、次の事項を指示すること
ができる。ただし、第三号の事項は、卸電気事業者である会員に対しては、指示することができない。

一 当該電気の需給の状況の悪化に係る会員に電気を供給すること。

二 会員に振替供給を行うこと。

三 会員から電気の供給を受けること。

四 会員に電気工作物を貸し渡し、若しくは会員から電気工作物を借り受け、又は会員と電気工作物を共用すること。

五 前各号に掲げるもののほか、当該電気の需給の状況を改善するために必要な措置をとること。

２ 推進機関は、前項の規定による指示をしたときは、直ちに、その指示の内容その他の経済産業省令で定める事項を経済
産業大臣に報告しなければならない。

３ 推進機関は、第一項の規定による指示を受けた会員が正当な理由がなくてその指示に係る措置をとつていないと認める
ときは、直ちに、その旨を経済産業大臣に報告しなければならない。



11３．広域機関会員としての責務
④ 供給計画の提出

 全ての電気事業法上の電気事業者は、供給計画（10年間の需要見通し及び電
気の供給等の計画）を広域機関に提出する義務があり、広域機関は提出され
た供給計画を取りまとめて国へ送付する義務があります。

 発電事業者の方も、平成28年度計画から対象となりますので、発電事業者と
なりましたら、遅滞なく広域機関に供給計画を提出願います。

広域機関が取りま
とめて国へ送付

広域機関

送配電事業者 発電事業者
小売電気
事業者

広域機関へ供給計画を提出

国

H28年度以降の供給計画

国

卸電気
事業者

特定電気
事業者

一般電気
事業者

H27年度の供給計画

新電力
（全社）

広域機関

特定規模
電気事業者

広域機関へ供給計画を提出

広域機関が
取り纏めて
国へ送付

国へ供給計画を届出
（従来通り）



12４．発電事業開始届出・広域機関加入手続き
① 概要

 改正電気事業法の施行日（平成２８年４月１日予定）以降、発電事業者に該
当する事業者の方は、(1)「仮発電事業者」として自動的に発電事業を営んで
いると見なされ、(2)改正電気事業法の施行日から３か月以内（６月３０日
迄）に経済産業省に発電事業開始の届出をすることが必要となります。

また、(3)経済産業省への発電事業開始届出に先立ち、広域機関への加入申込
を行う必要があります。（但し、既に広域機関に会員として加入されている方
は、広域機関への改めての加入申込は不要ですが、P14手続フロー⑤の加入届
出通知書の広域機関への提出は必要です）

 上記届出・加入申込の受理により、発電事業者及び広域機関会員となられた
事業者の方は、発電事業者として及び広域機関会員としての義務が生じるこ
とになります。



13４．発電事業開始届出・広域機関加入手続き
② 手続フロー（１）

受付印押印
本書保管

受付済
加入申込書

郵送

メール 受付済加入申込書

広域機関 資源エネルギー庁

加入申込書

事業者

①

②

写しを添付

※参考資料１

●既会員の
方は、受付
済加入申込
書の添付は
必要ありま
せん。

●一般電気
事業者、卸
電気事業者、
特定電気事
業者に該当
する場合、
本手続きは
不要です。
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⑦

４．発電事業開始届出・広域機関加入手続き
② 手続フロー（２）

通知書
受付印押印
本書保管

受付済通知書

郵送又は手持ち 本書保管

④

⑤

⑥

●

は既会員も
手続が必要
となります。

事業者 広域機関 資源エネルギー庁

受理済
発電事業開始届出書類

受付済通知書

広域機関
加入届出書

郵送

メール

受付印押印
本書保管

郵送又は手持ち③

受理済
発電事業開始届出書類

発電事業
開始届出書類

写しを添付

写しを添付

●記載書類
以外の添付
資料は不要
です。

※参考資料２

※参考資料３

※発電事業開始届出書類が受
理された日付をもって、発電
事業者となると共に、広域機
関の会員となります。



15４．発電事業開始届出・広域機関加入手続き
③ 手続書類郵送先

◇①、⑤

🏣135‐0061 東京都江東区豊洲6‐2‐15 電力広域的運営推進機関

会員受付係

◇③、⑦

🏣100‐8931 東京都千代田区霞が関1‐3‐1 経済産業省別館 5階547号室

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部電力基盤整備課

注：届出先は、電気工作物の設置場所の態様によって、各経済産業局となる場合

がございます。
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広域機関ホームページ 加入に関する情報

https://www.occto.or.jp/koiki/kanyu/index.html

省令が公表された後、広域機関ホームページにて発電事業者向けの
加入に関する情報のページを公表致します。

４．発電事業開始届出・広域機関加入手続き
④ 参考ＵＲＬ



17４．発電事業開始届出・広域機関加入手続き
⑤ 会費について

・広域機関の運営に必要な資金は、会員の皆様にご負担いただく会費で賄われています。
・会費は、全ての会員が平等に負担する「会費」と、一般送配電事業者のみが負担する「特別会

費」の2種類から構成されています。前者は総会開催や会員への事務連絡に係る費用等のために
用いられ、後者はそれ以外の費用に用いられます。

・会費は、年度毎に金額が理事会で決定され（平成27年度は1万円）、広域機関から各会員に請求
書が送付されますので、請求書記載の口座・期日での振込みをお願いします。（年度当初から
の会員様には４～５月、期中加入の会員様には加入後速やかに、請求書を送付します）

・期限内に振込されない会員様は、会社名及び滞納の事実を公表する場合があります。
・会費は、事業者毎に1口となりますので、複数のライセンスを保有されている場合で
も複数口の会費を請求することはありません。

【参考 電力広域的運営推進機関 定款】
第５２条 会員は、毎年度、会費を納入しなければならない。
２ 会費の額は、会員ごとに平等とし、総会の開催及び会員への事務連絡に係る費用並びに会員数等を基礎として、

理事会の議決 により定める。
３ 本機関は、既納の会費は返還しない。

*定款の条項番号は現行のものであり、現在改定作業を実施中です。認可 (2015年4月１日予定)後は大幅に変更
になります。
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